
基本目標１　支え合い助け合い　『人』がつながるまちづくり 参考

実現するために

めざすこと
施策・事業 取組内容 令和６年度実績 進捗状況 課題等

Withコロナ

アフターコロナを踏まえ

た事業内容の見直し

今後の

方向性
担当部署

１　高齢者の生活支援

体制の整備

高齢者の生活支援・介護予防の推進を目的

に、地域での生活支援・介護予防サービス

の提供体制の構築に向け、地区社会福祉協

議会の再編を行い、「生活支援コーディ

ネーター」や「協議体」を設置します。

⑪協議体の運営を社会福祉協議会へ委託し、日

常生活圏域ごとに７人,本部に１人の生活支援

コーディネーターを配置し、地域の課題や社会

資源の開発等検討し報告回答等を行った。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑪地域の課題、ニーズに対し外

出、見守り、集いの場、担い手

不足、今後の施策に反映できる

かが課題である。

⑪無し 維持 ⑪高齢者支援課

２　市民協働の推進

地域づくりや男女共同参画、ＮＰＯ関連な

ど、市民協働推進に関する事業をＰＲし、

活動を促進します。

②広報誌、市公式ＬＩＮＥ、市民活動応援サイ

ト「みんみんネット」を活用し、市民協働推進

に関する事業をＰＲした。また、嶺南中学校に

て、「生徒とともに身近な男女共同参画を考え

る」をテーマに、南房総地域の自治体と寸劇事

業を実施した。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

②各事業によるイベントの周知

等を行い、より多くの市民に対

して市民協働推進をＰＲする必

要がある。

②無し 維持 ②市民課

３　「地域づくり協議

会」への支援員の配置

「地域づくり協議会」に「地域づくり支援

員」を配置し、地域のさまざまな活動団体

等との連携を調整して、市民と行政の協働

のまちづくりを推進します。

②地域づくり協議会の支援及び地域づくりプロ

デュースを担うため、地域づくり支援員を各地

区２人（和田地区は１人）の計１３人を配置

し、協働のまちづくりを推進した。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

②地域づくり協議会メンバーの

固定化や高齢化、新規加入会員

がいないことによる活動のマン

ネリ化。

②無し 維持 ②市民課

１　「地域づくり協議

会」への支援

市の重点プロジェクトの一つである「協働

のまちづくり」に向けて、「地域づくり協

議会」に運営交付金を交付します。

②住民自らが考え主体的に行動する地域づくり

協議会に、運営交付金を交付し支援することに

より、地域の活性化が図られた。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

②地域づくり協議会メンバーの

固定化や高齢化、新規加入会員

がいないことによる活動のマン

ネリ化。

②無し 維持 ②市民課

２　市民活動応援事業

市民の自主的で多様なまちづくり活動を応

援するため、それぞれの活動レベル・内

容・組織形態等に応じた支援を行います。

②市民活動団体・NPO等の活動支援として、市

民提案型まちづくりチャレンジ事業補助金を１

２団体に、ＮＰＯ設立等奨励補助金を２団体に

交付した。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

②市民提案型まちづくりチャレ

ンジ事業補助金の補助終了後の

自立及び活動継続の支援。

②無し 維持 ②市民課

３　企業・起業家への

支援

地域にしごとをつくり、ひとの流れをつく

るため、企業・起業家に対する支援を行い

ます。

⑥新たな仕事と雇用創出支援事業　１３件
○ほぼ計画どお

り進んでいる
⑥無し ⑥無し 維持 ⑥商工課

１　老人クラブへの助

成

高齢者の生きがいを高め、健康づくりを進

める活動やボランティア活動等のさまざま

な活動への助成や、高齢者の孤立を防ぎ、

地域での見守り支援や介護予防の促進を図

るため、単位老人クラブ内に「友愛活動

チーム」を組織し、ひとり暮らし高齢者等

の家庭を訪問するなどの友愛活動への助成

を行います。

⑪市老人クラブ連合会及び単位クラブの運営費

及び事業費に対し補助金を交付した。補助加算

制度を活用し、単位クラブの休廃止による活動

空白地等でのサロン活動を支援した。

　令和６年度単位クラブ数　４０団体

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑪会員数の減少や超高齢化によ

る単位老人クラブの休止や解散

が増加しており、高齢期の地域

交流や地域参画の機会が減少し

ている。

⑪無し 維持 ⑪高齢者支援課

２　コミュニティ集会

所の建設・改修への助

成

行政区から要望のあった集会施設の新築工

事、改修工事の費用の一部を助成し整備す

ることで、地域コミュニティを育みます。

②地域のコミュニティの基盤を維持するため、

地域コミュニティの活動拠点となる集会施設の

整備経費として９行政区に対して補助金を交付

した。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

②今後、老朽化した集会施設の

解体に対する補助について要望

があった場合の対応について検

討する必要がある。

②無し 維持 ②市民課

３　地域子育て支援拠

点施設の運営

妊娠期から幼稚園入園前までの親子が利用

できる施設を運営し、子育てについての相

談、情報提供、助言その他の援助を行い、

子育ての不安を和らげ、子どもたちの健や

かな育ちを支援します。

⑨利用実績（延べ人数）

にこにこひろば　　　　　2,814人

出張にこにこ広場　　　　　480人

園庭開放に伴う子育て相談　354人

にこにこ教室　　　　　　　339人

親子体操教室　　　　　　　135人

計画通り事業を実施することができた。教室や

イベントなどの情報を房日新聞に掲載すること

で新規利用者の開拓に努めた。継続した利用の

他、新規利用や市外の利用も増えている。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑨今年度よりほのぼののスタッ

フが各子ども園をまわり、園庭

開放に伴う子育て相談を行っ

た。昨年度に引き続きスタッフ

同士の情報共有や子ども園との

連携が課題となる。

⑨無し 維持 ⑨子ども教育課

４　公民館活動の推進

公民館・生涯学習推進員主催の各種講座や

教室を企画・運営し、市民の生きがいづく

りと福祉の増進を図ります。

⑩「まちの先生」の企画講座・生涯学習推進員

の主催による各種講座を企画運営し、市民の生

きがいづくりと福祉の増進を図った。

講座７６回を開催し、１，７３７人の参加を得

た。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑩地域の方々のニーズを的確に

把握し、特に学び直しや、継続

講座に着目し、多くの人が健康

で、安心して生涯学習活動に参

加できるよう講座を開催し、持

続性のある活動に結びつけてい

きたい。

⑩無し 維持 ⑩生涯学習課

②無し

④個別避難計画を作成するため、作成支援のた

め研修会への参加および関係部署との協議を

行った。

△計画より遅れ

ている

②無し

④地域連携会議（行政区、民生

委員・児童委員、消防団）の協

力が必要。

②無し

④無し

維持

⑪今年度は、富山地区防災訓練「避難支援訓

練」に参加した避難行動要支援者名簿登録者の

内、ハザードに居住する方と移動が困難な方に

ついて、優先的に個別避難計画の作成を実施し

た。

令和６年度計画作成件数　6件

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑪今年度は、富山地区を中心に

作成を進めたが、今後、全市的

に作成を進めるために、関係他

課の連携が必要。高齢者につい

ては対象者数が膨大なため事務

負担が大きく、計画作成に係る

担当者の増員や担当係のあり方

について検討が必要。

⑪無し 検討

⑬避難行動要支援者名簿について１団体と名簿

の提供について協定を結んだ。個別避難計画に

ついては、医療的ケア児及び重度障害児者本

人・家族や相談支援専門員と打合せを行い、作

成を進めた。また、個別避難作成に向けて避難

所見学会の実施や避難訓練の検討を行った。

△計画より遅れ

ている

⑬作成優先度の高い避難行動要

支援者の個別避難計画につい

て、全庁的な作成スキームの検

討が必要。

⑬無し 維持

②市民課

④消防防災課

⑪高齢者支援課

⑬社会福祉課

１　みんなで地

域のつながりを

つくる

２　地域のさま

ざまな分野の機

関とつながり、

活動する

３　地域交流の

場をつくる

４　災害に備え

た地域の連携体

制を強化する

１　避難行動要支援者

(要援護者)の支援

避難行動要支援者の名簿を作成して関係機

関・関係者（民生委員・児童委員、自主防

災組織等）に提供し、災害時の互助に役立

てます。また、平常時から名簿を活用して

対象者の状況を確認することにより、災害

時に避難等が円滑に行われるよう備えま

す。



基本目標１　支え合い助け合い　『人』がつながるまちづくり 参考

実現するために

めざすこと
施策・事業 取組内容 令和６年度実績 進捗状況 課題等

Withコロナ

アフターコロナを踏まえ

た事業内容の見直し

今後の

方向性
担当部署

２　福祉避難所への受

入委託

「地域防災計画」による「福祉避難所」に

ついて、締結した協定に基づき、高齢者福

祉施設・障害者福祉施設への受け入れを委

託します。

⑬要配慮の方で市の指定避難所において生活が

困難な方を直接受け入れる「指定福祉避難所」

の受入対象者について、6施設で10人（対象者

8人、付添者2人）を特定した。

◎計画より進ん

でいる

⑬指定福祉避難所の災害発生時

の受入準備や運営、報告などの

訓練等を実施する必要がある。

⑬無し 維持 ⑬社会福祉課

３　防災環境の整備と

自主防災組織への助成

災害発生に備え、必要な防災備蓄品や備蓄

倉庫、避難路の整備や避難場所標識の設置

等、防災環境を整備します。

また、自主防災組織に補助金を交付しま

す。

④備蓄食糧の更新（主食13,000食）、指定避

難場所看板の整備、災害時における孤立集落対

策として浄水器・ポータブル電源等８セットの

整備を実施。

自主防災組織補助金を、３１行政区等に交付。

◎計画より進ん

でいる

④継続して防災備蓄品及び備蓄

食糧を整備していく。

また、各行区政等に自主防災組

織補助金を活用してもらい、防

災に対する意識の醸成を図る。

④無し 維持 ④消防防災課

①デマンド型交通の「チョイソコ南房総・館

山」については、R5年度より本格運行となり、

沿線住民等の認知度も上がってきているため

か、1日平均6人超の利用となっている。また

「チョイソコまるやま」については、アンケー

ト等の結果から、鴨川方面（鴨川国保病院、亀

田病院）や安房地域医療センター行きの便を新

たに設定した。引き続き実証運行においてニー

ズに合った運行を検討する。

R7.3月より、公共交通の補完・夜間の移動手段

の確保として公共ライドシェアの実証実験を開

始する。

⑪社会福祉協議会が実施しているボランティア

移送サービスについては引き続き運行がなされ

ている。協議の場が従来の交通空白地有償運送

運営協議会から地域公共交通会議に移管された

ことで、他の公共交通施策と一体的な展開が期

待される。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

①地域の商店等も減少し、病

院・学校に加えスーパー等、日

常の買い出しなど生活圏が広範

囲なことに加え、公共交通も脆

弱なため、市域全体の移動手段

を網羅的に確保するのが困難で

あり、全庁横断的な検討・取組

が必要

⑪地域課題として庁内外横断的

に検討する必要がある。

①無し

⑪無し

①維持

⑪検討

⑬障害者に対する外出支援サービスとして平成

27年度から移動支援事業、令和5年度から福祉

タクシー利用助成を行っている。これ以外に必

要なサービスの洗い出しや外出支援の課題を南

房総市地域自立支援協議会の中で検討を行っ

た。

△計画より遅れ

ている

⑬市内でも地域格差があり、一

律の対応が困難である。
⑬無し 維持

２　外出支援への助成

外出が困難な非課税世帯の高齢者がタク

シーまたはバスを利用する場合に、その料

金の一部または全部を助成します。

⑪福祉タクシー券（高齢区分）（１枚７００円

上限、最大３０枚、１回あたり４枚まで）及び

高齢者外出支援バス券交付者（１枚１００円、

最大１００枚、１回あたり４枚まで）を交付し

た。

　令和６年度交付実績

　　タクシー券　　４６９人

　　バス券　　　　２８５人

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑪バス路線の減便や撤退、タク

シー事業者の運転手不足や廃業

等により加速する公共交通の空

白や不便を解消していく必要が

ある。

⑪無し 維持 ⑪高齢者支援課

３　市営路線バスの維

持管理

市民の生活路線である市営路線バス（富浦

線・富山線）の維持管理や改善を行いま

す。

①市営路線バス（富浦線・富山線）について、

バス事業者に業務委託をして運行及び管理を

行った。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

①富山線については、富山・伊

予ケ岳の観光・登山客の利用が

多くあるが、全体としては人口

減少・マイカー利用の影響によ

り利用者が減少傾向にある。

①無し 維持 ①企画財政課

４　地域生活路線バス

の維持

利用者の減少により存続が危ぶまれるバス

路線を維持するために、事業者に補助を行

います。

民間事業者が廃止した路線を、廃止代替路

線としてバス運行します。

①市内を走る民間路線４路線について、バス事

業者に運行経費から収益を差し引いた赤字金額

を関係自治体との距離按分により補助を行い路

線を維持した。

バス事業者が廃止した2路線のうち1路線（丸

線）について、廃止代替路線として運行を行っ

た。（もう1路線（平群線）については、令和5

年10月より乗合送迎サービス「チョイソコ南房

総・館山」の運行に切り替えている。）

また上記のほか、南房総・館山地域公共交通活

性化協議会において令和３年８月に策定した

「南房総・館山地域公共交通計画」に基づいて

各事業を行った。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

①赤字路線の補助については、

人口減少や高校生の通学におい

て路線バスを利用しないなど、

利用者の減により年々赤字額

（＝補助額）が増加している。

①無し 維持 ①企画財政課

１　福祉教育の推進
小・中学校での福祉教育を推進します。ま

た、市民にも福祉教育の普及を図ります。

⑨各教科の学習や総合的な学習の単元におい

て、「多様性」についての学習がある。支援を

必要とする高齢者や視力や聴力など障害のある

人についての理解を深める学習を、各小中学校

が教科横断的に行った。インフルエンザや新型

コロナウイルス感染症が断続的に蔓延する中、

交流形態を工夫することで継続することができ

た。

⑬市役所各施設において、要配慮者のマークの

周知や福祉関係のポスター・パンフレット設置

を行った。

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑨高齢者施設への訪問はまだ行

うことができない状況である。

外部の人たちとの交流学習の持

ち方について工夫が必要であ

る。

⑬効果的な啓発活動の実施

⑨来年度も年間を通して連続

性のある交流を大切にし、以

下の四つの交流形態を工夫す

ることで、お互いが身近な存

在に感じられるようになると

考える。

（1訪問交流 2オンライン交流

3DVD・手紙等の交流 4通

信・作品等の交流）

⑬無し

維持 ⑨子ども教育課

⑬社会福祉課

２　青少年赤十字活動

への助成

「青少年赤十字活動」を行う学校に補助金

を交付します。

⑬学校での赤十字活動ができなかったことから

補助金の申請がなされなかった。

△計画より遅れ

ている

⑬市内に青少年赤十字活動を実

施する学校がない
⑬無し 維持 ⑬社会福祉課

６　福祉活動へ

の意識を高め、

担い手を増やす

４　災害に備え

た地域の連携体

制を強化する

５　外出に困ら

ない地域をつく

る

１　外出支援サービス

事業の検討

外出支援サービス先進地の取り組みについ

て調査し、新たな外出支援の仕組みについ

て検討します。

①企画財政課

⑪高齢者支援課

⑬社会福祉課



基本目標１　支え合い助け合い　『人』がつながるまちづくり 参考

実現するために

めざすこと
施策・事業 取組内容 令和６年度実績 進捗状況 課題等

Withコロナ

アフターコロナを踏まえ

た事業内容の見直し

今後の

方向性
担当部署

３　介護人材の確保

介護職の人材確保、質の向上を目的に介護

職員初任者研修または実務者研修に要した

費用の一部を助成します。また、市内の介

護施設等で介護福祉士として従事しようと

する人に、修学資金を貸付けます。

外国人人材の育成・確保について検討しま

す。

⑪介護職員初任者研修または実務者研修に要し

た費用の一部を助成した。対象を介護施設のほ

か障害者施設を追加した。

　決定件数　１０件

介護施設等で介護職として従事しようとする人

に、修学資金を貸付けを行った。

　申請・決定件数　１件

留学生の就労を受け入れる市内施設に対し、送

迎費用等の補助を実施した。

　申請・決定件数　１件

○ほぼ計画どお

り進んでいる

⑪市内に開校した介護福祉士養

成校と連携するとともに、支援

制度の利用促進を図る必要があ

る。

⑪無し 維持 ⑪高齢者支援課

６　福祉活動へ

の意識を高め、

担い手を増やす


